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This paper discusses the applicability of social capital theory to research on adult and community education. 

In the field of adult and community education, clarifying the process of subjectivity has been a central task. However, because 

the self is restricted by society, it is necessary to adopt a relational approach. The leading theory of this kind is social capital theory, 

which regards social relationships as a sort of “capital”, and clarifies the mechanisms of accumulation and diversion of this “capital”.

In the 1970s, there was discussion about the relationships between community and education. One approach was to view the 

community as a system and try to reveal its structure, and the other approach was to focus on the construction process of the 

community through residents’ movements. Social capital theory has the potential to adjust this dichotomy between the subject and 

structure, by focusing on the process and the function of social relationships.

The work of Robert D. Putnam, the leading proponent of social capital theory, has three characteristics. The first is 

conceptualizing the social condition of regulating or affecting governance as social capital. The second is regarding social 

relationships as a sort of capital, which makes it possible to measure the amount of social capital across the ages and to compare 

social capital across countries and regions. The third is developing the possibility of conducting intervention studies into the 

community in order to construct social capital. In Japan, policy makers and researchers have shown increasing interest in social 

capital theory, with the promotion of community governance in recent years.

The theory of social capital affects the lifelong learning policies of the Organization for Economic Co-operation and 

Development and the European Union, and attempts have been made to identify point of contact between the theory and research 

on adult and community education. Experience has shown that adult and community education can create partnerships and trust 

among residents in a local community, and that these relationships can add to lead to changes in the community. Social capital can 

add to this understanding by providing a theoretical framework and guidelines for empirical research.

When trying to apply the concept of social capital to research on adult and community education, it is necessary to clarify the 

level of analysis, to focus on social networks, to examine nature as “capital,” and to reconsider the concept of social capital as a 

dynamic one. In future research on adult and community education, it is important to capture not only social relationships among 

individuals but also social relationships among associations and groups in the community, the process of getting engaged in 

community activities through belonging to such groups, and how the community is constructed through cumulative activities.
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１．研究の背景と目的

　本論文の目的は，「社会関係資本（Social Capital）」
の概念について検討を行い，社会教育研究への応用可

能性について論じることにある。2000年代以降，多く
の領域で参照されるようになったこの考え方は，当初，

人々の間の「関係性」が社会にもたらす帰結に対して

焦点を合わせていたが，それ以降，どのような「関係

性」がどのような帰結をもたらすのか，あるいはそも

そも「関係性」がどのように形成されていくのかとい

う点についても，徐々に関心の広がりを見せている。

　近年では，社会教育研究においても，この概念へ

の注目がなされている（松田編 2012）。しかし，一
部の論稿（松田武雄 2012a；2012b；宮崎 2012；牧野 
2012：佐藤 2011a）を除いて，社会教育研究としてこ
の概念をどのように捉えるべきかについて理論的検討

を行った論稿は少なく，この理論的枠組みを実証的

分析へと展開した論稿はさらに少ない1)。その理由は，

理論的枠組みを実証的分析へと応用する際の検討が不

十分であることに求められる。社会関係資本の研究

は，主体と構造という二項対立的な図式の見直しを迫

るだけでなく，理論と実証を架橋する可能性も有して

いる。社会教育研究として，理論的検討を行うだけで

なく，実証的研究との接合点を探る作業もまた重要に

なるものと考えられる。

　本節では，この考え方の検討の前提となる「関係論」

的アプローチの重要性を述べた上で，本論文の目的と

構成について述べる。

Ａ．研究の背景―「個体論」から「関係論」へ―

　これまでの社会教育研究において，学習者の「主体

形成」は１つのモデルであったと言って良い。1960年
代後半～70年代にかけて，都市型社会への移行とそれ
に伴う住民運動との結びつきの中で，住民の権利の保

障を重視する社会教育論が形成されることになった。

この議論においては，住民運動の展開の過程での組織

的な学習を通じて，「主体形成」がなされていくこと

が重視されていた（例えば，藤岡 1976；1977）。
　この議論は，一定の批判を受けながらも（松下 
1986），その後，周囲の他者との相互作用をモデル

の中に取り入れ，発展を遂げてきた。例えば，鈴木

（2000）による「自己疎外」を起点とした「主体形成」
の議論，あるいは山田（1987）による，相互主体性の
論理を導入した自己教育論などが，これに該当する。

これらの考え方においては，学習者が社会的相互作用

を経て，主体が確立されていくことを，社会教育の役

割と見なしていると言える。このような社会教育の見

方は，自己や主体に対する「個体論」的アプローチと

呼ぶことができる。この「個体論」的アプローチの目

的は，主体と客体という図式を前提とし，主体と客体

との間の相互作用と，相互作用の中でなされる主体の

変容を描き出すことにある。

このような「個体論」的アプローチは，大きく分け

て２つの問題を抱えている。１つは，自己が周囲の社

会関係によって規定されているという，自己の社会的

規定性を捉えあぐねている点である。例えば，それぞ

れの有する社会関係と，その中での相互作用によっ

て，主体が事後的に形成されるのであって，社会関係

に先立って主体があるのではないという批判があり得

る（牧野 2004）。もう１つは，自己や主体が，社会的
に価値づけられ，特定の方向に誘導されてしまうとい

う，「擬似主体性」とでも言うべき側面を見落として

いることである（荻野 2008）。双方の批判点は異なる
ものの，両者とも自己や主体を，社会関係の中で問い

直す必要を提起している。さらに，社会関係の布置が

不均等であることを考えれば，社会関係を前提としな

い「主体形成」論は，社会関係に基づく不平等を適切

に概念化できない可能性を持つ（平塚 2006）ことか
らも，これらの論点は補強され得る。

このような「個体論」的アプローチと相対するの

が，「関係論」的アプローチである。このアプローチ

では，先に社会関係があり，社会関係の中で事後的

に，主体と客体が構成されていくという考え方をと

る（小熊 2012: 351）。この考え方をとると，分析の焦
点は，主体や自己の変容ではなく，関係の変容に基づ

く主体や自我の変容に当てられることになる。このア

プローチは成人学習論の中でも重視されつつある。エ

ノー（Eneau 2008）は自己決定型学習の捉え直しを提
唱し，「自発性」から「互酬性」へという見方の変化

を提起している。この議論は，社会での活動に関わる

ために必要な「自発性」や「主体性」を，自身の内部

から生じるものとして捉えるのではなく，社会関係の

中で形成されるものとして捉え直す必要性を提起して

いる。この見方は，学習を，学習者の自律性や主体性

に還元するのではなく，社会関係の中で営まれる行為
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として捉え直すことにもつながっていく。このような

社会関係の中での学習を重視する考え方は，状況的学

習論や，ナラティヴ学習論とも共通性を有する。

　この「関係論」的アプローチは，自己や主体の捉え

直しをも意味している。例えば，テナント（Tennant 
2012: Introduction）は，自己のあり方と，社会から自
己への影響を，表１のように整理している。この整理

は，自己や主体に関する様々な見方を示すものであ

る。例えば，「真の自己」や「抑圧された自己」の考

え方は，あるべき自己のあり方を歪曲したり，あるい

は阻害したりするものとして社会関係を捉え，社会の

存在を否定的に捉える考え方である。一方，「自律的

な自己」の像は，「自己決定」や「自律性」を掲げる

成人学習論とも通じる。両者の議論は，一見対立する

ように見えながらも，社会の存在を自己にとって外在

的なものと捉える点で共通しており，前述した「個体

論」的アプローチと親和性が高い自己論である。しか

し，近年の成人学習論の中などで見られるのは，社会

関係の中で構築されていく自己，あるいは社会に存在

する物語によって制約を受けながらも，語ることに

よってその存在を組み替えていく自己である。これら

の議論においては，社会関係を内在化させた「関係論」

的アプローチに基づく自己像が措定されている。

　このような「関係論」的アプローチに基づく自己の

捉え方が，これまで意識的になされてこなかったのは

なぜだろうか。その理由として，「関係論」的アプロー

チでは，社会関係に基づき，かつその行動を通じて社

会関係を組み替えていく自己の存在を措定するが，従

来の研究では，この社会関係を捉える理論的枠組み

や，実証的分析が不十分であったからということが挙

げられる。つまり，「関係性」の重要性は認識されな

がらも，この概念を研究の対象として適切に位置づけ

ることができなかったため，結果として主体間の相互

作用という「個体論」的アプローチに帰着してきたの

ではないかと考えられる。

　ここで，注目できるのが，自己や主体を分析の前提

とするのではなく，むしろその間に存在する「関係性」

に価値を見出し，「関係性」を捉えるための理論的・

実証的枠組みを提供する社会関係資本の考え方であ

る。この考え方では，上で示してきたような，「関係

論」的アプローチを実証的研究に応用するために，社

会関係に注目し，その効果や形成の過程を明らかにし

ようとしている。特に，人々の間の社会関係を一種の

「資本」と見なすことによって，資本が蓄積されたり，

転用されたりするメカニズムを明らかにする点，ある

いは個人の能力に還元しきれない，社会関係の中にあ

る「創発特性」や「スピルオーバー効果」2
)
に注目す

る点に特徴がある。この社会関係資本の議論について

探究を行うことは，従来の社会教育研究のアプローチ

を批判的に検討し，前進させていく意味で重要な意味

を持つものと考えられる。

Ｂ．研究の目的―社会関係資本論の可能性―

　そこで，本論文では，社会関係資本の理論や概念に

ついて検討を行い，社会教育研究への応用可能性を論

じることとしたい。具体的には，以下の作業を行う。

第１に，社会関係資本の概念を検討するに当たって，

地域と教育に関する議論の中で示されてきた，主体と

構造（システム）という二項対立的な図式について検

討する。具体的には，1970年代の松原治郎の「地域教
育システム化」論と，藤岡貞彦の「地域教育計画」論

で示された論点を振り返り，社会関係資本論が，この

対立を乗り越える可能性を提示していることを明らか

にする。

　第２に，パットナム（Putnam, R. D.）の社会関係資
本研究のレビューを行い，その議論が持つ示唆につい

て検討する。パットナムの研究が，それまでの社会関

係資本の議論と異なるのは，ガバナンスとの関連性を

示したことと，その実証的な研究のスタイルにある。

近年，コミュニティを基盤としたガバナンスに関する

政策が推進される中で，社会関係資本が注目されつつ

ある理由もこの点に求められる。

表１　自己概念と社会との関係

自己の概念 社会から自己への影響

真の自己 歪曲（distortion）
自律的な自己 形成（shaping）
抑圧された自己 抑圧と支配（oppression and domination）
社会的に構築された自己 言説（discourse）
物語られた自己 制約と生成（constraining and generating）

　　　　　　出典：テナント（Tennant 2012: 15）を筆者が訳出。
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　第３に，生涯学習や社会教育の領域で，社会関係資

本の考え方がどのように活用されているかを見るこ

ととする。生涯学習政策への応用可能性については，

OECDとEUの動向を主に取り上げる。この２つの国
際的機関では，社会関係資本を応用した政策を展開し

ている。また，生涯学習あるいは社会教育研究で，こ

れまで社会関係資本がどのように捉えられてきたのか

について，海外及び日本の研究動向のレビューを行

う。

以上の作業を通じて，社会関係資本の考え方を社会

教育研究にどのように応用できるかについて，論点を

整理することとしたい。具体的には，分析レベルの整

理，社会的ネットワークへの注目，「資本」の測面に

ついての検討，動態的な概念としての捉え直しという

４つの論点を提起する。

２．地域と教育に関する論点―1970年代の地域と教育
論を巡って―

　本節では，１で述べたような，「主体形成」論と，

コミュニティを巡る議論の相違をおさえ，その媒介項

としての社会関係に注目する必要があることを，松原

治郎の「地域教育システム化」論と，藤岡貞彦の「地

域教育計画」論とを対比することで論じる。

　この時期の「地域と教育」に関する議論は，⑴教育学・

教育法学・教育行政学・教育社会学など多様な立場か

ら地域と教育に関する議論が行われたこと，⑵規範的

なコミュニティや地域社会についての議論だけでなく，

実証的・実践的な方法論についても議論がなされたこ

と，⑶教育システムについての多様な構想が示された

ことなどの特徴を有する。この時期の議論を取り上げ

る理由は，第１に，久冨（1992）が指摘するように，
1980年代以降，地域と教育を巡る議論の停滞期に入り，
当時の規範的・実証的研究の水準の到達点が更新され

ない事態を迎えているからである。第２に，苅谷（2004）
が述べるように，この時期以降，コミュニティと参加

者の教育や主体形成を巡る問題は正面から論じられな

くなり，徐々に参加や協働という観点から論じられる

ことになったことである。このことで，コミュニティ

をどう形成するのかという議論が行われにくくなって

いる。この点でも，社会関係資本を論じるに当たって

の先行研究としてこの時期の議論を把握しておく必要

がある。

　この時期の議論については，すでに鐘ヶ江（1982）
や，佐藤（2002）による整理がある。鐘ヶ江（1982）は，

同時期の議論を整理しつつ，松原治郎らの「地域教育

システム化」論の優位性を示している。佐藤（2002）
は，「地域教育システム化」論の松原治郎と，「地域教

育計画」論の藤岡貞彦の２人のアプローチを紹介し，

両者の議論は，コミュニティの位置づけや，教育主体

へのまなざしを巡る重要な論争であり，その意義を現

代的に捉え直す必要性を主張している。ここでは，後

述する社会関係資本の議論につながる点を中心に，当

時の議論の意味について考えることとしたい。

Ａ．「地域教育システム化」論の特徴

　農村社会学の視点から住民運動についての研究を進

め，アメリカのコミュニティに関する実証的研究にも

造詣の深かった松原治郎は，青少年の社会参加や地域

の教育の問題に取り組むことで，独自の理論体系を作

り上げた。

　松原の述べるコミュニティの定義は以下の通りであ

る。「コミュニティとは，地域社会という生活の場に

おいて，市民としての自主性と主体性と責任とを自覚

した住民によって，共通の地域への帰属意識と共通の

目標と役割意識とをもって，共通の行動がとられよう

とする。その態度のうちに見いだされるものである。

とくに，生活環境を等しくし，かつ，それを中心に生

活を向上せしめようとする共通利害の方向で一致でき

る人々が作り上げる地域集団活動の体系が，コミュニ

ティの発現形態である」（松原 1978: 25）。これに続い
て，コミュニティの特徴として，①範域性，②人々の

間の相互連関＝共同性，相互作用性，③社会的資源，

生活環境施設の体系，④生活利害の共通性に基づく，

共属感情の４つが挙げられている（松原 1978: 25-28）。
　松原は，コミュニティと教育との関係を，理念的に

述べるだけでなく，「『教育の地域社会性』と『地域社

会の教育性』とを同時に捉える発想が必要となってい

る」という課題意識のもと（松原・鐘ヶ江 1981: 36），
「地域学習社会」の構想をまとめあげ，神奈川県大井

町（松原・小野編 1971）や長野県上田市（松原・久
冨編 1983）の総合的な地域調査を行っている。松原
（1983: 8-9）は，「地域生涯学習社会の形成への住民的
努力と，それに根ざし開かれた学校教育の地域性の復

興，これが時代の求めてやまない『地域社会と教育』

の新しい関係形成のテーマである」と研究のモチーフ

を示している。

　松原の議論は，地域社会の衰退という実態に対し

て，規範的な「コミュニティ」の創出を代替策として

提示しようとする側面を持っていた。具体的には「地
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域社会の教育力」を，「地域社会の規範体系」「多面

的な生活体験の場」「地域集団の役割」の３点から捉

え，子どもが成長，発達，社会化する場としての地域

社会が衰退していることを問題とした（松原・鐘ヶ江 
1981: 45）。その対応策として，地域社会に存在する
学校，各種教育機関，社会教育施設，文化施設，各種

団体・グループなど様々な資源に焦点を当て，これら

の機関・集団が個別に活動していることを問題である

として，「ラーニング・ソサイエティとしての地域社

会の教育機関の機能上の統合，システム化」の必要性

を訴えた（松原・鐘ヶ江 1981: 37）。
その一方で，コミュニティ教育の方向として，学校

の役割に注目し，閉鎖的な学校を開くことの意味を問

い直している。松原は，生涯教育論を参照しつつ，「学

校が「開かれる」方向もまた，垂直的次元と水平的次

元の両方をふくんでいるとみなければならない」と述

べ，垂直的次元の統合の試みとして，「フリーエデュ

ケーション」「オープンクラス」「脱学校」といった学

校の革新的な動きを挙げている。他方，水平的次元で

学校が開かれるという側面では，第一に，「体育・ス

ポーツ施設としての学校の開放」を挙げ，校庭，体育

館，プールなどの開放について論じ，第二に，「学校

教育そのもののコミュニティへの開放」であるとし，

具体的にはコミュニティ協議会の設置や，コミュニ

ティ主事の配置，コミュニティ教育プログラムの展開

などを挙げている（松原・鐘ヶ江 1981: 39-40）。
松原は，住民運動・教育運動にも深い関心を有して

いたが，その特徴は社会開発論的な視点から住民運

動の意義を捉えていることにあった（松原 1973）。コ
ミュニティ形成の方策について，松原は「地域住民の

教育活動は，結局は運動体としてのコミュニティの形

成につながってくる」とし，その中心的な課題として

「コミュニティ・オーガニゼーション（地域集団の組

織化）」を挙げる。具体的には地縁に基づいた集団の

中で，生活条件に対して住民が持つ不満を技術的に組

織化していくこと，その過程で多くの住民を巻き込む

ことで，コミュニティへの意識を高めて行くことに力

点を置いた議論を展開した（松原 1977）。
以上の松原の議論は，⑴現状の学校のあり方に対す

る批判意識から，学校の地域社会への開放を主張し，

⑵地域社会の教育力の衰退を，地域の諸機関・諸集団

の布置を明らかにし総体的に把握した上で，⑶地域集

団について一定の再組織化を行い，地域のネットワー

クを作り上げ，⑷以上の取り組みを通じて，「地域学

習社会」を構築していくビジョンであったとまとめら

れる。

Ｂ．「地域教育計画」論の特徴

松原が，コミュニティという概念を中核に，地域社

会に対する実証的な研究に基づく地域集団の再組織化

を構想したのに対し，藤岡貞彦の「地域教育計画」論

は，それまでに展開されてきた教育計画論の批判的検

討の上に成り立っており，地域住民をその担い手とす

る教育計画策定の中で，成人の主体形成がなされる過

程を重視するものだった。

藤岡は，1960年代に展開されたマンパワーポリ
シーの議論に対して，「その時点での産業の要求（具

体的には「合理化」の現段階）を社会的要請と同一視

し，個人的要請は社会的要請に統合（調和的に）ない

し従属（強制的に）しうるものとみなして，これを教

育制度にストレートに対置した」と批判する（藤岡 
1977: 16）。この一方で，マンハイム（Mannheim, K.）
の教育計画論や，大田の「地域教育計画論」，城戸や

宮原によって展開された「生産主義教育計画論」を，

「教育計画論」の原型として評価し，その継承を図っ

ている（藤岡1977: 51-79）。
藤岡と中内（1979: 17-19）によれば，「教育計画とは，

たえざる教育の計画化（planning）の動態の一断面で
あり，教育の計画化とは，国民教育の国民的組織化の

過程」であり，「疎外物と化してしまった公的教育制

度の民衆の側からの奪還の過程」なのだとされる。そ

の過程とは，「地域教育運動が，父母住民の集団的な

教育意思を自治的に組織しえたとき，はじめてそれは

公共的性格をかねそなえ，個々の運動目標の即時的な

解決をこえて地域教育計画の展望をもちはじめる」と

いうものである。そのためには，以下の３つの条件が

満たされる必要があるとする（藤岡 1977: 118-120）。
第１に「父母住民の教育要求が社会化されていくこ

と」である。地域教育運動は，地域住民の教育要求を

掘り起こし，社会化する学習運動組織内での話し合い

を原点とすることが指摘される。第２に，「教職員集

団と協力して父母住民が “教育とは何か” を共同思考

し，教育的価値のあり方を共有すること」である。そ

こで最も重要なのが，「教育の内実についての要求の

提起自体がふかい父母住民の学習＝自己教育に裏うち

されていること」である。ここで，地域教育運動が学

校（教員集団）との間で，いかに批判と協力の関係を

築くかが問われている。第３に，「地域教育運動内部

において，教育要求がもろもろの生活上の諸要求と関

連していくこと」を挙げている。ここでは，教育運動
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がその他の住民運動との結合点を見出して行くことが

見通されている。

このように，藤岡の「地域教育計画」論では，地域

住民や保護者が，様々な教育要求を持つ中で，相互

のコミュニケーションの中から，教育要求の「社会

化」，「集合化」が行われ，それがその他の生活上の各

要求と関連することによって，地域の教育計画へとつ

ながっていくという動態的な過程が描かれている。実

際，藤岡は「地域教育懇談会形式から地域教育計画組

織へ」という言葉を用いて，その立場を鮮明にしてい

る（藤岡 1977: 174）。
藤岡の議論は，教育計画が策定されることの意義と

別に，その中での成人の発達過程に着目した点に特徴

がある。「社会教育の立場からみれば，子どもの発達

のためには，まずおとなが自己と地域を正しく認識し

対象化して，子どものためになろうがなるまいがおと

な自身が『新しい生活と労働と文化によって支え合

い，結び合って生きていける地域を復活させる』こと，

すなわちおとなの発達自体が必要」であると述べる

（藤岡 1976: 44）。藤岡の議論は，社会教育を通じて成
人の主体形成が行われ，地域社会の新たなつながりが

作り出されることで，そこが起点となり学校教育のあ

り方が問い直されていくという，地域における教育の

像を示したものである。

Ｃ．「コミュニティ」と教育を巡る議論の到達点と課題

松原と藤岡の両者の議論は，現在の社会関係資本論

につながる点を多々有している。まず，松原の議論は

一定の地理的範域の上に成立する共同性を「コミュニ

ティ」という新たな概念によって規範的に描こうとす

るものであった。その基礎に住民の学習をすえ，既存

の組織・施設の統合・システム化を図ることによって，

コミュニティの成立を描くビジョンであった。これに

対して，藤岡の議論は地域の成立を，住民の要求が組

織化された運動に求め，この過程での成人の学習の意

義に着目するものであった。

当時の論争は，松原らの議論が「上から」，藤岡の

議論が「下から」のコミュニティ形成を目指そうとす

るものであったと見られがちであるが，この点につい

ては，いま一度見直しが必要だろう。むしろ，松原の

議論が，地域の教育システムという観点から，地域社

会の秩序の分析と再組織化に焦点を当てている点と，

藤岡の議論が，その秩序を問い直す運動と，その中で

の住民の主体形成に焦点を当てている点にこそ注目す

べきだろう。

松原の「コミュニティ」を巡る議論は，地域の一定

の範域の中での「共同性」に焦点を当てた点，地域社

会の相互作用や規範に注目した点では，後述する社会

関係資本の議論との親和性を有する。ただし，この議

論では，ある種の「共同性」が「コミュニティ」の要

件とされているため，そうでない社会関係が「コミュ

ニティ」として位置づけられず，捨象される可能性を

有している。この点で，社会関係とそこに含まれる価

値（規範や信頼）に着目する社会関係資本論は，実証

的な分析への展開可能性という点において優位性を持

つ。ただし，地域社会の教育資源を総合的に把握し，

「コミュニティ」との関連性を問おうとした松原の研

究姿勢は，地域社会の中に埋め込まれた「教育」や「学

習」の機能を可視化していこうとする点で，社会教育

研究として注目すべき価値を有している。

これに対し，藤岡の地域教育計画の議論は，保護者

や地域住民の教育要求の集合化と，これに基づく地域

教育の計画化という運動を支持するものだった。藤岡

の議論においては，教育要求の「集合化」，「社会化」

の過程において，地域社会の複雑な社会関係が等閑視

されてしまうのではないかという懸念もあるものの，

教育計画という１つの社会的実践の中で成人の主体形

成が描かれているという点においては，「草の根組織」

における学習（Gouthro 2012）を描く，コミュニティ
教育論の１つの形であると見ることができる。この議

論は，現代から見ると，社会関係資本の「形成」の１

つの過程を描いた議論であると見ることもできる。

両者の議論を生産的な議論として読み直すために

は，主体か構造（システム）かという二項対立的な見

方に陥るのではなく，その媒介となる「社会関係」の

構築と，その作用に焦点を当てることが必要になるも

のと考えられる。松原が描いた「地域教育システム」

を静態的なものと捉えるのでなく，地域の社会関係に

埋め込まれた主体の学習によって，不断に組み替えら

れる１つのプロセスとして捉えることによって，両者

の議論を統合的に把握することが可能となる3)。その

際の理論的・実証的な視点を示すものとして社会関係

資本の考え方を参照することが求められていると言え

る。

３．社会関係資本研究の進展

　本節では，１で述べたような「個体論」的アプロー

チ，あるいは，２で述べたような，地域と教育に関す

る二項対立的な図式を乗り越えていく可能性を持つも
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のとして，社会関係資本に関する代表的な議論である

パットナムの研究を紹介し，その意義を示す。

Ａ．社会関係資本の概念の提起

　すでに，社会関係資本の概念自体は，パットナム以

前にも提唱されてきた。古くは，ハニファン（Hanifan 
1916）による「諸個人・諸家庭間の集団間における善
意，仲間意識，相互の思いやり，社交」という定義に

遡ることができるとされる。この他にも，社会関係資

本の概念はジェイコブズ（Jacobs, J.），ラウリー（Loury, 
G.），ブルデュー（Bourdieu, P.），コールマン（Coleman, 
J.）といった社会学者や経済学者によって，20世紀の
間，断片的に用いられてきた。これらの研究の特徴の

中で，社会関係資本の概念は「⑴伝統的コミュニティ

内に存在する市民同士の連帯や協調精神，⑵白人や上

流階級などの支配階級のみが有する排他的な人的ネッ

トワーク，を示すメタファー」として用いられること

が多かったとされる（坂本 2010: 7-8）。
　この社会関係資本の研究を，飛躍的に前進させるこ

ととなったのが，パットナムの行ったイタリア諸州

の研究である。パットナム（Putnam 1993＝2000）は，
イタリア諸州の政治・経済的パフォーマンスの差異

を，歴史的な市民活動組織の活発さに求めた。パット

ナムが行った作業は，以下のように要約されている

（河田 2000: 253-254）。

　パットナムは，……12の指標からなる《制度パ
フォーマンス》指数を設定し，それとは別に設定

された《市民共同体》指数……との相関性を検討

した。

　この作業の結果，州の統治パフォーマンスは，

……《市民共同体》度とこそ最も強く関連してい

ることが明らかになった。自発的結社が根を張

り，市民が様々な分野で活発に活動し，水平的で

平等主義的な政治を旨としている地域で制度パ

フォーマンスは高いのである。そのような社会

は，互酬性の規範，相互信頼，社会的協力，市民

的積極参加，よく発達した市民的義務感が緊密

に絡み合い社会の効率性を高める。こうした力

こそが，パットナムがいう社会関係資本（Social 
Capital）にほかならない。

　この社会関係資本の本質的な形態は，近隣集団や合

唱団，協同組合，スポーツ・クラブ，政党といった「市

民的な積極参加のネットワーク」に現れるという。な

ぜなら，このようなネットワークは，①取引の潜在的

なコストを低めること，②互酬性の強靭な規範を促進

すること，③コミュニケーションを促進し，個々人の

信頼性に関する情報の流れを良くすることに適してい

るからである（Putnam 1993＝2000: 215-216）。
　これとは別の著作において，パットナムは，20世
紀を通じたアメリカの社会関係資本の低下を様々な

側面から示している。特に，1950年代からのアメリ
カの市民参加を特徴づけていたフォーマルな組織への

加入の様相が変化していることを指摘している。それ

は対面的な「二次集団」への加入から，名簿上は組織

に加入していても実質的な組織活動を行わない「三次

集団」への加入へという変化である（Putnam 2000＝
2006:３章）。さらに，このようなフォーマルな組織へ
の加入だけでなく，スポーツや趣味，教養に関わるイ

ンフォーマルな社会的なネットワークも低下している

とされる（Putnam 2000＝2006:６章）。
　この議論をもとに，社会関係資本についての先進国

の国際比較研究も進められた（Putnam 2002＝2013）。
具体的には，イギリス，アメリカ，フランス，ドイツ，

スペイン，スウェーデン，オーストラリア，日本の８ヶ

国について，1960年代以降，社会関係資本が低下して
いるか否かについて検討が行われている。分析の結果，

過去30年間を通じて社会関係資本が広く同時に減少し
たという事実は存在しないものの（Putnam 2002＝2013: 
356），対象とされた８ヶ国に共通する現象として，投
票率の低下，政党への人々への関わりの減少，組合加

入率の低下，教会礼拝の減少などが見られるとされる

（Putnam 2002＝2013: 350-354）。「多くの市民にとって，
教会，組合，そして政党はかつてはアイデンティティ，

社会的支持，政治的てこ，コミュニティへの関与，そ

して友情の第一義的な源であった」にも関わらず，こ

れらの「制度への関与の普遍的な減少」は大いに注目

すべき現象であるとされる（Putnam 2002＝2013: 354）。
これらの組織は，社会関係資本の偏りを是正すること

に一定の役割を果たしてきたため，人々の組織加入率

への低下は，今後社会関係資本の分布の不平等を招く

可能性があるという（Putnam 2002＝2013: 360-361）。
ただし，これらの公式的組織に代わり，「非公式で流動

的で，個人的な形態の社会的結合の相対的な重要性の

増加」によって，社会的連帯は一定程度担保されてい

ることも指摘されている（Putnam 2002＝2013: 357）。
　また，社会関係資本をいかに形成して行くかという

点については，パットナムは，フェルドステインとの

報告書の中で，アメリカのコミュニティ開発事業の分
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析を行い，社会関係資本の構築のための実践的指針を

示している（Putnam and Feldstein 2003）。第１に，社
会関係資本の構築には，市民参加や地域活動への参加

を高める公共政策が重要であることが指摘されてい

る。政策が適切でない場合には社会関係資本が弱めら

れたり，破壊されたりすることもあるという（Putnam 
and Feldstein 2003: 272-273）。第２に，小さく同質的
な「結束型（bonding）」のネットワークは維持・強化
されやすいが，閉鎖的な性格を持ちやすく外的な影響

力を保持できないために，小さく同質的な集団を大

きな集団につなげていく仕組みが必要であるという

（Putnam and Feldstein 2003: 274-279）。第３に，階層横
断的なつながりを創出するためには，物語を用いて，

新たな共通性に基づくアイデンティティを紡ぐこと

が重要であることが指摘される（Putnam and Feldstein 
2003: 282-286）。第４に，社会関係資本や相互の信頼
の形成には多くの時間を要することと，そのために

既存のネットワークを新たな目的のために「リサイ

クル」するのが有効な戦略であると述べられている

（Putnam and Feldstein 2003: 286-291）。第５に，人々が
対話し議論するための共通の空間の重要性である。自

然に出会うことができる空間の中で，人々は重層的な

つながりを持つこともできる。この空間を作り出すた

めに都市設計や，インターネットなどの新しい技術の

応用が必要になるという（Putnam and Feldstein 2003: 
291-294）。この研究は，各地域の事例研究を通じて，
社会関係資本の構築の過程と，そのための要素を抽出

しようとした点で重要な意味を有している。

　ここで，筆者なりにパットナムの研究の特徴をまと

めるのであれば，⑴ガバナンスを規定する社会の条件

を，社会関係資本として明確化したこと，⑵「社会関

係」を一種の資本と見なすことによって実証的研究を

容易にし，経年変化の測定や比較研究への展開を可能

としたこと，⑶その発展型として，社会関係資本を構

築する介入的研究への可能性を開いたこと，の３点が

挙げられる。

Ｂ．社会関係資本論とガバナンス論との接点

　国際的機関や各国政府は，このうち⑴の社会関係資

本とガバナンスとの関連性について注目している。日

本国内においても，社会関係資本の概念は，近年の「ガ

バナンス」の変化と親和性が高いと考えられており，

コミュニティを基盤にしたガバナンスに各省庁が注目

する中で，社会関係資本がキータームとなっている。

その理由は「自治体内分権は，実働する力がコミュニ

ティ側に実在しないと稼働しない」（名和田 2011: 10）
と述べられるように，コミュニティへの一定の財政や

権限の委譲は，コミュニティの側にそれを受け止める

だけの素地が準備されている必要があるからである。

　そのため，コミュニティ・ガバナンスが進展した

時期と，社会関係資本への注目が高まった時期とが重

なっているのは偶然のことではない。この点について，

坂本（2011: 121-122）は，ガバナンス論と社会関係資
本論に一定の親和性があるとして，それはともに「社

会アクターの自己統治力」に期待する点であるという。

そして，社会関係資本の議論は，「ガバナンス論の正当

性を基礎づける理論とみなすことができる」と述べる。

　同じく，松田武雄（2012a: 13）も「コミュニティに
おける多様なアクター…が協働して，民主的にコミュ

ニティを統治していく」「コミュニティ・ガバナンス」

と，それを下支えするような「ソーシャル・キャピタ

ルの形成」の関連性を強めようとする動きを指摘して

いる。この接点に位置するのが，コミュニティ・ガバ

ナンスを担い，社会関係資本を形成する住民，あるい

は住民組織である。そして，住民が地域活動に参加す

ることで，社会関係資本が蓄積され，コミュニティ・

ガバナンスが円滑に機能するという，ポジティヴ・

フィードバックの関係を築くための仕組み作りが，各

自治体に求められている。

ここで注目すべきは，社会関係資本とガバナンスの

間に，フイードバック（お互いがお互いを強め合う関

係）や，「経路依存性」（制度や仕組みが過去の経緯や

歴史によって拘束を受けること）が存在することであ

る。両者の間に正の循環が生じている場合には問題な

いにしても，もし負の循環に陥ってしまった場合，社

会関係資本の低下がガバナンスの低下を生み，そのこ

とがさらなる社会関係資本の低下を生む可能性がある。

この点は，社会関係資本の持つ「資本」としての性質

とも関わる。

もちろん，社会関係資本を１つの「資本」と見なせ

るかどうかについては見解が分かれている。この点に

ついては，坂本（2010: 19-20）の整理が明確である。
「資本」概念として扱うことに批判的な見解としては，

社会的ネットワークはしばしば経済的な合理性を超え

て構築されることから「将来利益のために現在におい

て意図的に払う犠牲」という要素が欠けているという

批判（Arrow 2000），あるいは，何を投資やストック
と見なすのか，収益率をどのように測定するのか明確

でないという批判がある（Solow 2000）。
他方で，諸富（2003）のように，互酬的行動を「フ
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ロー」，ネットワークの厚みを「ストック」と捉えるこ

とによって，社会関係資本は一種の資本であるとする

論者も存在する。リン（Lin 2001＝2008）も，資本と
は「市場において収益を期待して行われる資源の投資」

であり，社会関係資本は，将来の見返りを期待して行

われる「社会関係」に対する投資であるため，資本の

一種として捉えることは妥当だとしている。社会関係

には一定の労力と時間の投資（フロー）が必要となる。

この社会関係によって異なる集合行為が促されていく

ことを，社会関係の蓄積（ストック）と見ることもで

きる。本論文ではこの立場を支持して議論を進める。

　これとは別に，社会関係資本の「不平等」に関わる

問題も存在する。各省庁の政策が，コミュニティに期

待をかけ，コミュニティに基づいたガバナンスを志向

しているにも関わらず，その根本にある社会関係資本

が充実していない場合には，想定されていたコミュニ

ティ・ガバナンスが十全に機能しないか，もしくは社

会関係資本の多寡による地域間格差の問題が生じる可

能性がある。

この問題を考える上で参考になるのが，河野（2006）
の「２つのガバナンス」に関する議論である。河野

（2006: 13）は，ガバナンスを「機能としてのガバナ
ンス」つまり「stakeholderの利益のためのagentの規
律付け」と，このガバナンスが実現された「状態とし

てのガバナンス」に区別することを提唱している。コ

ミュニティ・ガバナンスは，これまでコミュニティで

の意思決定や活動に参加してこなかったアクターに対

し参加を促し，新たな統治形態を目指すものである。

しかし，実際にコミュニティがこのガバナンスを実現

する状態にない場合（例えば少子高齢化で地域にガバ

ナンスを担う人材が不足している，あるいは社会関係

資本が十分でなく住民同士が協働できる状態にない

など），求めるガバナンスは実現できないことになる。

これは「機能としてのガバナンス」の追求が「状態と

してのガバナンス」につながらない状態を示す。この

点は，地域の社会関係資本の状態によるため，コミュ

ニティ・ガバナンスを推進すればするほど，結果とし

て不平等が拡大するという事態も想定される。

ここまで見てきたように，市民活動や地域活動を中

核としたガバナンスが推進されるもとで，ガバナンス

を支える重要な概念として社会関係資本に注目が集

まっている。ただし現在では，ガバナンスを説明する

概念としてだけでなく，社会関係資本そのものが焦点

化されるようにもなっている。このことは，社会関係

資本研究の深まりを生み出すとともに，概念の多様化

や拡散を促すことにもつながっている。社会関係資本

の考え方を用いる際には，どのレベルで，どの側面に

注目するかを明示することが必要になっていると言え

る。社会教育研究においても，社会関係資本という概

念の是非を論じるだけでなく，この概念が，どのよう

な内実と概念を有し，研究への応用可能性を有するの

かを検討することが有益であると考えられる。

４．社会教育・生涯学習の領域における社会関係資本

論の展開

　本節では，3で述べた社会関係資本の考え方を，社
会教育研究にどのように応用できるのかを考えるため

に，生涯学習政策に与えた影響と，生涯学習あるいは

社会教育との関連に関する先行研究の状況をまとめ

る。

Ａ．社会関係資本論が生涯学習政策に与えた影響

　―OECDとEUの動向を中心に―
上で述べたようなパットナム（Putnam 1993＝2000；

2000＝2006）の研究を嚆矢として，社会関係資本に
関して様々な研究がなされてきている。世界銀行や，

OECD，EUといった国際的機関も，それぞれの文脈に
おいて社会関係資本に関する調査研究を進めている。

これらの研究の中から，社会関係資本の厚みが，政策

や経済，安全，健康，教育といった各領域のパフォー

マンスに大きな影響を与えることが明らかにされてい

る。

生涯学習の領域に注目すると，1990年代から，国
際的に様々なプロジェクトが進められている。例え

ば，世界銀行は1993（平成５）年に社会関係資本に
関する議論を始め，1998（平成10）年にSocial Capital 
Initiativeという研究グループが，開発援助の指針とし
てこの概念を中心に据えた議論を提起するなど，貧困

問題や社会開発の観点から社会関係資本の考え方を活

用している。

　生涯学習との関連では，OECDとEUの動きが注目
できる。OECDでは，2001（平成13）年の報告書『国
の福利』において，人的資本を「個人的，社会的およ

び経済的な福利の創造を促進する，個々人に具現化し

た知識，技能，コンピテンシーおよび属性」（OECD 
2001＝2002: 18-19），社会関係資本を「集団内または
集団間の協力を促進する規範，価値観および理解の

共有を備えたネットワーク」（OECD 2001＝2002: 65）
と定義している。その上で，人的資本と社会関係資本



104 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  53  巻　2013

が，個人及び社会の「福利」に資する可能性と，その

ための政策課題がまとめられている。

　この視角は，OECDの教育研究革新センター（CERI）
の「学習の社会的成果」プロジェクトに取り入れられ，

教育・学習と健康・社会的関与について研究が進めら

れてきた。2005年から，OECD内（教育研究革新セン
ターと，国際教育インディケータ事業のネットワーク

Ｂ）に，「学習の社会的成果」プロジェクトが立ち上

げられ，教育や学習の効果の検証が始められた。これ

らの研究においては，教育や学習を個人との関係で捉

えようとするのではなく，周囲との関係性で捉えよう

とする視点が一貫して見られ，ここに社会関係資本の

議論の影響を見ることができる。

デジャーデとシュラー（Desjardin and Schuller 2006）
は，「健康」と「市民的関与」という２つのトピック

について，関連する先行研究のレビューを行い，CERI
（2007＝2008）は，先行研究を整理する視点として，3
つの視角を採用している。１つはARCモデルである。
これは，教育や学習が市民的関与や健康に持つ影響力

を測る際に，絶対モデル（本人の教育レベル），相対

モデル（準拠集団における相対的な位置），累積モデ

ル（周囲の人々の教育レベル）の３つのモデルの当て

はまりの良さを見るものである（Campbell 2006；Nie 
et al.1996も参照）。第２は，「状況における自己」モデ
ルである。ファインスタインら（Feinstein et al. 2006）
は，教育や学習は，⒜個人を取り巻く状況を変化させ

るだけでなく，⒝個人の考え方や価値観を変化させ，

異なる選択や行動を促すことで，社会的成果を生み出

すとする。つまり，教育・学習は「第１に自己，特に

個人の能動的主体性と潜在能力に影響を与え，第２に

人々が生活の中で遭遇する状況の選択または状況を選

択する機会に影響する」とされる（CERI 2007＝2008: 
88）。第３に，マルチレベルな視点が示される。これは，
国レベル，地域社会／家族レベル，個人レベルの影響

の相互作用を検討することである。

　これらの研究の試みは，教育・学習によって，人的

資本，社会関係資本という「資本」が蓄積され，それ

が市民的関与や健康につながっていくメカニズムを明

らかにしようとするものであり，このメカニズムを定

量的に把握しようとする試みへとつながっていった

（CERI 2007＝2008；2010＝2011）。特に，最終報告書
では，教育や学習が認知的・社会的・情動的スキルの

向上を通じて，個人の社会的力量を高めることが強調

されている（CERI 2010＝2011）。
　一方，EUでも，1990年代後半以降，生涯学習を巡

る政策が活発化する中で，成人の能力に関する議論が

なされてきており，社会関係資本の概念がその中に包

摂されるようになっている。1990年代後半に展開さ
れた「ソクラテス計画」（第１期）は，従来のエラス

ムス計画（大学）やコメニウス計画（初等・中等教育）

を統合したマスタープランである。職業教育分野にお

ける「レオナルド計画」とともに，教育におけるヨー

ロッパ内の人的交流や共同事業の推進を打ち出すもの

であった。1995年に欧州委員会は「学習社会に向けた
教育と学習」を発表し，職業訓練とともに，自己充足

やシティズンシップの育成を柱とするビジョンをまと

める。さらに，1996年は「ヨーロッバ生涯学習年」と
され，EU全域で「生涯学習」概念を普及するキャン
ペーンが行われた。

　1997年には欧州委員会より，『知のヨーロッパに向
けて（Towards an Europe of Knowledge）』という報告
書が刊行され，生涯学習を基盤とした「知識社会」の

構築という方針のもと，人々がアクセス可能な教育領

域として「知識」，「市民性」，「コンピテンス」が明示

されている（European Commission 1997）。これに続き，
2000年から，ソクラテス計画，レオナルド計画ともに
第２期が始まり，ソクラテス計画のもとで，成人教育

分野の「グルントヴィ計画」が独立部門としてスター

トする。第２期には，2000年に欧州理事会が示した，
「リスボン戦略」が基調となり，成人に求められる能

力を確定する作業と，そのための指標の策定が行われ

た。

　「リスボン戦略」では，雇用の水準の向上や，知識

社会に応じた教育訓練システムの改善が求められたた

め，ヨーロッパ共通の枠組みとして生涯学習を通じて

提供されるべき，新たな能力を定義することが必要と

なった。「リスボン戦略」は「教育・訓練2010作業計画」
という形で具体化され，ワーキング・グループでの作

業を通じて，５つのベンチマークと29の指標の策定が
行われた。またワーキング・グループによって，EU
における「キー・コンピテンシー」の検討も行われ

ている。「リスボン戦略」で，基礎的能力（New Basic 
Skills）とされていたものが，「キー・コンピテン
シー」（Key Competencies, 勧告ではKey Competences）
に変更になった理由は，「コンピテンス」は，技能，

知識，性向，態度の複合的な要素を含むからである

（European Commission 2004: 3）。さらに，「キー・コ
ンピテンス」は，人生における重要な３つの要素，つ

まり⒜人生を通じた個人的な充足と発達（文化資本），

⒝アクティヴ・シティズンシップと包摂（社会関係資
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本），⒞就業能力（人的資本）を含むと述べられている。

これらの姿勢はその後も引き継がれて行く。

　2006年の欧州議会と理事会の勧告は，この「コン
ピテンス」を「状況に適した知識，スキル，態度の組

み合わせ」，「キー・コンピテンス」を「全ての人が，

自己実現，アクティヴ・シティズンシップ，社会的包

摂，雇用のために必要とするコンピテンス」として，

８つの能力をまとめ，それぞれの能力について，その

定義と，該当する知識・技能・態度の３つを示してい

る（European Parliament and the Council of the European 
Unions 2006）。このように，EUでは生涯学習政策の
展開のもとで，社会関係資本の概念が能力概念に包摂

されていったと見ることができる。

このように国際的機関においては，社会関係資本と

いう考え方の有効性が認められ，生涯学習政策への反

映が図られる中で，その考え方は学習論や能力論の中

に包摂されることになった。具体的には，OECDのプ
ロジェクトのように，教育や学習の効果を社会関係資

本という観点から定量的に把握し，政策投資の妥当性

を検証したり，あるいはEUでの議論のように，政策
目標として生涯学習で身につけられるべき能力の１つ

に，社会関係資本概念が位置づけられている。

　ただし，このような捉え方は，本来極めて「関係

論」的な概念である社会関係資本の考え方を，「個体

論」的アプローチへと還元してしまう可能性も有して

いる。繰り返しとなるが，社会関係資本概念は，個人

の集合体という捉え方では捉えきれない関係的事象

を，社会関係に注目することで明らかにしようとする

試みであり，個人の「主体性」や「自律性」にこの概

念を引きつけて行くと，その有用性は薄れることにな

る。教育の効果として，あるいは目標として社会関係

資本を用いる捉え方は，この点で社会関係資本を属人

的に捉える傾向を持つものと考えられる。

Ｂ．社会関係資本と生涯学習との関係

このような国際的機関の動向とは異なり，日本にお

いて，社会関係資本の見方を教育研究，とりわけ社会

教育研究に応用しようとする試みは，まだ端緒につい

たばかりである4)。ここで検討したいのは，社会関係

資本の議論を社会教育研究に応用できるか否かではな

く，どのように応用できるかという点である。この点

について，社会関係資本と生涯学習についての先行研

究をまとめることとしたい。

社会関係資本の蓄積や形成の要因は様々に指摘され

ている。例えば，ハルパーン（Halpern 2005）や，稲

葉（2008b）は，ミクロ，メゾ，マクロに分けて，そ
れぞれに影響を与えている要因を検討している。ミク

ロレベルでは，幼年期の家族との交わり，両親の社会

関係資本，教育，情報技術との関わり，組織への加入

状況などが挙げられている。メゾ（コミュニティ）レ

ベルの要因として，住民の構成，市民活動，モビリ

ティ，通勤の難易度，住環境などが挙げられる。さら

に，マクロレベルの要因としては，社会構造や経済的

平等が挙げられる。

　この中で，教育ないし学習は，ミクロレベルで社会

関係資本に影響を与える重要な変数とされている。た

だしこれまでの研究では，学歴や教育年数を中心に

フォーマルな教育の効果が注目されてきた（Putnam 
2000＝2006）。先行研究の知見は，学校教育の社会関
係資本に対する効果は，①学校という場で多くの他者

と接触することによる直接的効果，②教育機会を通じ

て社会的ネットワークを形成するのに必要な知識，ス

キル，能力が身につくこと，という２点にまとめられ

ている（佐藤 2011a: 217）。
　近年では，ロンドンの「学習の成果研究センター」

を中心に，生涯学習が社会関係資本に与える影響に

ついての研究も進められている（Schuller et al. 2004）。
この研究を通じて，学習が自己効力感や自信といった

非認知的能力を涵養し，人々の社会的活動へのアク

セスを高めることや（Hammond 2004: 42-45），33歳～
42歳の間に行われたフォーマルな学習が人種的寛容性
や政治的関心，市民組織への参加に影響力を持つこ

と（Bynner and Hammond 2004: 166-170）が明らかにさ
れている。さらに，生涯学習が，社会関係資本の構造

的・認知的側面に持つ影響力を認めつつも，その影響

力は，社会的・経済的地位やジェンダーによって異な

ることも指摘されている（Preston 2004a；2004b）。
　もう１つ，注目すべき研究として，フィールド

（Field 2005＝2011）による研究がある。この研究では，
社会関係資本が生涯学習に与える影響に焦点が当てら

れている。具体的には結束型（Bonding），橋渡し型
（bridging），関係型（linking）の社会関係資本の３つ
のタイプによって，生涯学習への影響が異なり，それ

ぞれに強みと弱みがあることが指摘されている（Field 
2005＝2011:１章）。
さらに，フィールドは，人的資本と社会関係資本の

代替性や補完性についての議論を展開している（Field 
2005＝2011:２章）。北アイルランドの質的研究から
は，社会関係資本は人的資本を限定的に代替するもの

の，「つながりを通してインフォーマルに得た情報や，
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職場仲間や家族から得たスキルは，フォーマルな教育

機関で伝達されるものよりもある状況でははるかに効

果的なものとなり得る」（Field 2005＝2011: 97）とも
述べている。

これらの研究においては，教育や学習が，社会関係

資本の形成に与える影響を一定程度明らかにしてい

る。その多くは，フォーマルな教育や講座といった教

育の機会が，対面的な接触の場を増やしたり，非認知

的能力の形成に与える影響力を明らかにしようとする

ものである。しかし，学習を学級や講座といった教育

機会に限定せず，より広く社会の中で生じるものと捉

えるならば，インフォーマルな関係性の中で，社会関

係資本がいかに培われていくかという点について，研

究を進めることが求められる。この点について，松田

武雄（2012b: 26）は，「従来，生涯学習とソーシャル・
キャピタルとの関連は，成人個人の学習とソーシャ

ル・キャピタルとの相互作用関係に焦点づけられて研

究されてきたが，個人の生涯学習だけでなく，公民館

という社会教育施設の中にソーシャル・キャピタルが

形成され，それがコミュニティにおけるソーシャル・

キャピタルの醸成と深く関わっているという視点を持

つこと」が，社会教育研究には必要であると述べてい

る。欧米の成人学習とは異なる，社会教育の独自性に

着目した議論であり，社会関係資本を個人財（個々人

が保有する財）としてだけでなく，地域の集合財とし

て捉えることの必要性を提起している点が注目でき

る。

Ｃ．社会教育の領域での社会関係資本概念への注目

　近年では，日本においても，社会教育あるいは，生

涯学習に関する政策の中で社会関係資本に焦点が当て

られつつある。例えば，文部科学省生涯学習政策局

は，2013（平成25）年度の予算要求で，「絆づくりと
活力あるコミュニティの形成」の項目において「公民

館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム」と

いう新規事業（予算額２億700万円）を提案している。
この事業は，「ソーシャル・キャピタル」（社会関係資

本）としての公民館の役割に注目し，①若者の自立・

社会参画支援，②地域の防災拠点，③地域人材による

家庭支援，④地域振興支援，⑤その他地域の教育的

資源を活用した地域課題解決支援の５つのテーマにつ

いて，各30ヶ所，合計150ヶ所に事業を委託し，最大
３年の取り組みを求めるものである。2014（平成26）
年度の概算要求でも，同事業に１億8,600万円の予算
が計上されている。このような政策は，社会関係資本

の「形成」に，公民館を通じて政策的関与を行おうと

いう意図を有する。

　この他に，文部科学省の委託を受けて，株式会社三

菱総合研究所（2011）が行った調査では，様々な教育
投資が社会関係資本の形成に与える影響について検証

が行われている。具体的には，学校での教育の成果だ

けでなく，社会教育施設での学習や，学校外活動への

参加経験の影響力について定量的な分析が行われてい

る。また，2012（平成24）年10月より文部科学省生
涯学習政策局が関わって発行が始まった『生涯学習政

策研究』でも，第１号で「ソーシャル・キャピタルの

視点から」という特集が組まれている。これらの動向

は，社会関係資本の蓄積の過程を実証的に明らかにし

ようとするものである。この中で，松田武雄（2012b）
は松本市での調査を通じて，コミュニティにおいて中

核的な施設である公民館の利用者が多くのつながりを

持ち，地域の活動に参加していることを明らかにして

いる。また，松田道雄（2012）は，成人学習講座の効
果を「新たな人の出会い」であるとして，講座受講者

に「学習媒介者」への期待をかけている。

　これらと同時に，社会教育研究の視点から，社会関

係資本の概念の理論的検討を行おうとする試みも始

まっている。例えば，宮崎（2012）が目指している
のは，社会関係資本という理論的な枠組みが持つ有効

性を批判的に検証することである。宮崎は，個人と社

会という二分法を克服するために提起された社会関係

資本の概念が，社会構造を所与のものとして位置づけ

た結果，独立変数として扱われていることを批判して

いる。この問題について宮崎は，セン（Sen, A.）のケ
イパビリティ（Capability）の議論を敷衍し，多様な
主体による活動システムの構築という像を描くことで

解決することを試みている。なお，この議論は，コミ

ン（Comim 2008）の議論とも共通性が大きい。コミ
ンは，パットナムの社会関係資本の議論と，センのケ

イパビリティ概念を相補的なものとして捉え返すこと

を提唱している。コミンが提起するのは「社会的ケイ

パビリティ（Social Capability）」というアプローチで
あり，この考え方では社会関係資本の考え方が提供す

る構造的な観点と，ケイパビリティ概念が提起する主

体性とを統合的に把握することが目指されている。

　このように理論的，実証的に社会関係資本論と社会

教育研究とをつなげようという試みが見られつつある

が，生涯学習政策や社会教育研究において，社会関係

資本が注目される理由は，その「ヒューリスティック

（発見的）な機能」（坂本 2010: 53）にあると考えられ
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る。坂本によれば，「実務者たちは個別具体的な事例

の中で『人々のつながり・協力関係の充実→望ましい

結果』という現象を知ることはあっても，それを普遍

的な現象として定式化することは長らくできなかっ

た」が，社会関係資本という汎用性の高い概念を獲得

することによって，「自らが特定場面で経験した人々

のつながりや協力関係の重要性を抽象化・普遍化して

多方面に説明できるようになった」という。

　これまでの社会教育研究においても，社会教育を通

じて人々の間の協力関係や信頼が形成され，それが地

域社会の変化につながることは経験的に理解されてき

た。しかし，１で述べたように，従来の社会教育研究

では，主体形成論などに象徴されるように「個体論」

的アプローチを基盤としていたため，社会関係資本が

焦点化する社会関係に特化した研究が行われにくい傾

向があった。この社会関係を改めて理論化する点に，

社会教育研究として社会関係資本の概念を用いる意味

があるのだろう。加えて，この理論研究を実証的な研

究にもつなげていくことによって，従来の経験的な理

解ではなく，社会教育の意義を明らかにできる点にも，

社会関係資本の議論のメリットを見出すことができる。

５．社会関係資本論の社会教育研究への応用可能性

Ａ．社会教育研究に関わる４つの視点

　本節では，ここまでの議論を通じて見えてきた，社

会関係資本の考え方の社会教育研究への応用可能性に

ついてまとめることとしたい。大きく分けて，４つの

論点が存在する。

　第１に，分析のレベルである。ここでは，社会関係

資本の研究を稲葉（2008a）に基づいて整理しておき
たい。図１は，社会関係資本に関する主要な調査研究

の見取り図を示したものである。社会関係資本につい

ては，⑴社会的ネットワークなどの構造的側面に注目

する研究と，⑵一般的信頼や互酬性の規範などの認知

的価値観に注目する研究がある。さらに，マクロなレ

ベルに注目するのか，ミクロなレベルに注目するの

か，それとも一定のコミュニティや集団に注目するの

かによっても研究の射程は異なる。どこに焦点に当て

るかによって，研究の視角も定まることになる。

まず，⑴マクロな認知的価値観に焦点を当てるので

あれば，「公共財・集合財としての社会関係資本」の

価値が探究されることになる。社会教育や公民館活動

を通じた地域文化の継承や，地域アイデンティティの

創出といった点を明らかにしようとする研究（例え

ば，小林・島袋編 2002；末本 2013）がこの一例であ
る。次に，⑵マクロな社会構造に注目するのであれば，

社会教育や生涯学習を通じて地域にどのような社会関

係が作り出されているのかが重要となる。例えば，地

域の様々な団体と，公民館がどのような結びつきを有

しているのか，様々な団体との連携を通じて，公民館

がどのような活動を展開しているのか，結果として地

域の社会関係がどのように構成されていくのかという

点に注目が集まるだろう（荻野・中村 2013）。
さらに，⑶ミクロな社会構造に注目する方法もあり

得る。例えば，個人の持つ社会的ネットワークの形成

に注目し，公的な組織や集団に所属することによる

フォーマルなつながりだけでなく，サークルやグルー

プといった緩やかなつながりも，社会的ネットワーク

の形成に重要な役割を果たすことが実証的に明らかに

されている（浅野 2011；荻野 2011；佐藤 2011b）。この
アプローチでは，生涯学習や社会教育を通じて，個々

人がどのようなネットワークを形成しているのかが研

究の対象となる。個々人の持つ，地域における友人や

知り合いの数，加入している組織や団体の把握，それ

ぞれの関係の分析が主要な研究対象である。最後に，

⑷ミクロな認知的価値観に注目すれば，個々人が地域

に対していかなる価値を見出しているかが重要となる。

地域への愛着や満足度，地域の人々への信頼，地域に

対する責任感や，地域活動のやりがいなど，様々な社

会的意識について，インタビュー調査を通じて明らか

にしていくという研究方法を取ることが考えられる。

　このように，社会教育研究は，様々な部分で社会関

係資本研究と接点を持ち得る。この中でも特に重視す

べき点はどこだろうか。ここで，第２に，社会的ネッ

トワークに注目することを提起したい。社会関係資本

の議論では通常，「水平的ネットワーク」，「一般的信

頼」，そして「一般化された互酬性の規範」が相互昂

進的なものとして捉えられている。このような考えの

もと，「社会関係資本指標（Social Capital Index）」な
どの合成指標の作成が行われている。しかし，坂本

（2010: 64-66）は様々な理論的，実証的研究をレビュー
し，３つの下位要素は別々の変動を持つ変数であり，

各要素間にはそれほど強い相関関係は存在しないこ

と，そのため，ネットワーク，信頼，互酬性の規範と

いった社会関係資本の下位の要素を個別に分析する必

要があることを指摘している。この点について，リ

ン（Lin 2001＝2008: 33）も，「人々が何らかの行為を
行うためにアクセスし活用する社会的ネットワークに

埋め込まれた資源」と社会関係資本を定義し，社会的
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ネットワークに注目する必要性を喚起している。

この社会関係資本をネットワークに埋め込まれた資

源と見なす考え方は，社会関係資本の概念を矮小化し

てしまうのだろうか。この点について筆者は，信頼や

規範が社会関係の中に埋め込まれているという考え方

を採るのであれば，まずは社会関係を構造的に把握

し，その次にその中に埋め込まれている情報などの資

源や，共有されている価値観を捉えるという手順に

は一定の妥当性があるものと考える。上述したよう

に，松田武雄（2012b）によって，社会教育研究にお
いては，個人のネットワークと，コミュニティとの間

に存在する社会教育施設などのネットワークに焦点を

当てるべきだという指摘がなされている。これは社会

関係資本を，個人財の単なる集合体として捉えるだけ

でなく，重層的に重なり合う一種の「集合財」として

捉えるべきであるという考え方である。社会関係資本

の「スピルオーバー効果」を考えてもこの指摘には妥

当性がある。上述した分類に従うならば，ミクロから

マクロなレベルを媒介するメゾのレベルの集団・組織

に焦点を当て，個々人のネットワークがどのように地

域のネットワークにつながっていくのか，このネット

ワークを通じて個々人の価値観が変容し，地域全体の

アイデンティティの変化などに関わっていくのかとい

う点が重要となる。

　第３に，社会関係と，社会関係資本との差異を明ら

かにするべきだと考えられる。パットナム（Putnam 
1993＝2000）は，初期のイタリア研究において，「一
般的信頼」「一般化された互酬性の規範」「水平性と多

様性のある市民社会のネットワーク」という３つの要

素を重視し，社会関係資本の概念を限定的な形で用い

ていた。ここでの「一般的信頼」とは見知らぬ他者へ

の信頼，「一般化された互酬性の規範」とは，将来の

返礼への期待を伴う不均衡な交換の持続的な関係を指

す。ところが，『孤独なボウリング』（Putnam 2000＝
2006: 14）においては，「個人間のつながり，すなわ
ち社会的ネットワーク，およびそこから生じる互酬性

の規範と信頼性」と，社会関係資本の定義を変化させ

ている。この結果，「結束型」「橋渡し型」など様々な

形の社会関係資本が概念化されることになった。つま

り，水平性・多様性のあるネットワークや，一般的信

社会構造

ミクロ（個人）

認知的価値観

ソシオメトリック測定法

ネットワーク調査

エゴセントリック測定法

マクロ（社会全体）

世
界
価
値
観
調
査

OECD「学習の社会的成果」プロジェクト

パットナムのSCインデックス

メゾ（コミュニティ・集団）

内閣府・日本総研調査

図１　社会関係資本研究の見取り図
出典：稲葉陽二（2008a: 25）の図「各種SC測定法の対象範囲」について，主な調査研究を中心に簡素化した上で，OECDの研究プロジェク
トを加筆したもの。
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頼，あるいは一般化された互酬性の規範以外の，ネッ

トワークや信頼，規範も社会関係資本と見なされるよ

うになったのである。

　しかし，この点については，少し慎重な議論が必要

であるように思われる。例えば，ある人同士の対人関

係を考えた時に「特定化された信頼」や「特定化され

た互酬性の規範」が成立していても，それは一定の範

囲内で共有された信頼や規範として成立しているので

あって，その関係をただちに「資本」とは見なせない

のではないだろうか。つまり，社会関係資本論の特徴

を押し出すためには，ある関係でのみ成り立つ信頼や

規範について論じるのではなく，より一般的な「信

頼」「規範」がどのように成り立つのか，その根幹に

ある社会関係（ネットワーク）は，どのように組織化

されているかに注目するべきであると考えられる。例

えば，社会関係に基づく協調行動が蓄積される中で，

そのコミュニティに所属している感覚が共有され，コ

ミュニティに所属していること自体が１つの信頼につ

ながっていくといった過程が想定され得る。

　第４に，社会関係資本の概念を，静態的概念ではな

く，動態的な概念として捉え直すことである。坂本

（2010: 74-81）によれば，社会関係資本の研究は，⑴
社会関係資本を個人レベルで扱う研究，⑵社会関係資

本の水準・変動を記述する研究，従属変数にとる研究，

そして⑶経済・社会パフォーマンスを従属変数にとる

研究に集中してきたという。そして，⑴の研究では「ス

ピルオーバー効果」を捉えられないこと，⑵について

は社会関係資本の因果的効果をまずは立証すべきであ

ること，⑶については逆の因果の可能性などを挙げて

批判を行っている。坂本が示す研究の方向とは異なる

ものの，筆者からすると，社会関係資本研究に不足し

ているのは，社会関係資本の形成の過程が明らかに

なっていないことだと考える。つまり，これまでの研

究では，社会関係資本の多寡，あるいは効果が重視さ

れていたがために，その形成の過程を動態的に捉える

研究が不足していたのである。社会教育研究には，社

会関係の中で営まれる学習や教育を描き出し，この学

習や教育が新たな社会関係を紡ぎ出していくという動

態を明らかにすることが求められていると言える。

Ｂ．今後の展望と研究課題

　以上の議論を通じて，今後進めるべき研究の方向性

は以下のように考えられる。個々人の社会的ネット

ワークは，⑴地域にどのような組織や集団が存在して

いるか，⑵その集団同士がどのような関係を有してい

るかによって影響を受ける。そして，⑶この集団間の

ネットワークを通じて，個々人は地域活動に「参加」

するようになっていく。⑷この社会関係の過程で行わ

れるインフォーマルな学習の内実を明らかにするとと

もに，⑸このネットワークの形成を援助する試みを社

会教育として捉え返していく。さらに，⑹この社会関

係と協調行動が積み重なり，社会関係や信頼が特定の

個人の間で成立するものから，一般的な関係へと展開

した時に，社会関係を一種の「資本」と見なすことも

可能となる。つまり，個々人の社会関係に注目するだ

けでなく，各地域において，それぞれの集団がどのよ

うな関係を有し，個人がその集団を通じてどのように

地域活動に関わるようになるかを把握し，この関係の

蓄積の中で地域の秩序がいかに構成されて行くのかと

いう過程を捉えていくことが，社会教育研究として重

要になるものと考えられる。

　以上のような研究を進めることには，どのような

利点があるだろうか。すでに述べたことと重複する

部分もあるが，まとめに代えて３点を挙げておきた

い。第１に，政策研究と実践研究とを架橋する可能性

である。上で述べたように，社会関係資本研究には

「ヒューリスティック」な側面がある。社会教育や生

涯学習を通じて形成される社会関係の存在は，これま

で経験的に知られていたものの，実証的には明らかに

されておらず，政策的投資（教育投資）としての有効

性も認められにくかった。しかし，社会関係資本とい

う視点で，生涯学習・社会教育の役割を実証的に明ら

かにし，個人間あるいは地域間格差を生み出すメカニ

ズムを示すことは，これまで行われてきた実践の価値

や意味を積極的に擁護しながら，そのような実践を支

えるための教育投資を求める論理へとつながり得る。

　第２に，理論と実証をつなぐ分析概念としての価値

である。社会関係資本の考え方自体は単純なものであ

るにしても，この概念のうちには，個人あるいは集団

の価値観といった認知的部分と，社会関係という構造

的部分の双方が含まれており，分析の対象もミクロレ

ベルからマクロレベルまで多岐にわたる。このそれぞ

れについて，実証的な研究を蓄積していく中で理論構

築を図るのが，社会関係資本研究である。社会教育研

究として，ミクロレベルの構造が，地域の一定の範域

内（メゾレベル）の組織・集団といかに結びついて行

くかを探究していくことが１つの方向であることは先

に示したが，これとは異なる形での社会教育研究もま

た可能である。これらの様々な研究が，社会関係資本

という共通の枠組みを持つことで対話可能性を有する
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という点もまた重要である。

第３に，社会教育研究として，この点が最も大きい

ことであるが，社会関係資本の考え方は，社会関係の

中に埋めこまれた教育・学習に注目する必要性を喚起

する。学習を個人の心理的な変容として捉える，「個

体論」的アプローチを超えて，一定の社会関係の中で

どのように学習が行われるのか，その学習を通じて社

会関係がどのように組み変わって行くのかという，個

人と社会との相互循環的・動態的な学習や教育のあり

様を描き出す「関係論」的アプローチを行う際に，こ

の考え方は有用性を持つものと考えられる。もちろ

ん，このアプローチにおいて重要なのは，個人が社会

関係を紡ぐという点だけでなく，個人が周囲の社会関

係を通じて，より大きな社会関係へとつながり得る

点，そして，その中で信頼・規範の質も変化していく

点である。この点は，「関係性」を捉えることで初め

て見えてくる点である。

　本論文では，社会関係資本論を社会教育研究に応用

する際の基本的な視座についてまとめてきたが，ここ

での議論は，試論的な意味合いも強い。今後，実証的

研究を進める中で，理論的枠組みを修正し，さらに精

緻なものへと展開していくことが不可決である。この

点については今後の課題としたい。

注

１） 例えば，荻野（2010）では，地域の社会関係資本が，学校支援
の施策のパフォーマンスを規定するという仮説のもと，既存の

社会関係や信頼の分析を試みている。荻野（2011）や，荻野・

中村（2013）では，社会関係資本論のうち，特に社会的ネット

ワークに着目し，事例研究や計量分析を行っている。

２） ここでの「スピルオーバー効果」とは，社会関係資本の恩恵は，
それに直接（時間や労力の）投資を行わなかったものにまで及

ぶという「外部性」を指す。パットナムは，この点について以

下のように述べている。「つながりに富む個人であってもつな

がりに乏しい社会にいる場合は，つながりに富んだ社会にいる

つながりに富む個人ほどは生産的たり得ない。そしてつながり

に乏しい個人であっても，つながりに富む社会に住んでいる場

合はそこからあふれ出た利益を得ることができる場合もある。

近所に住む人々が互いの家から目を離さないことによって犯罪

率が低まっているとすれば，自分が個人的にほとんどの時間を

旅先で過ごし，通りの他の住民に会釈すらしないとしても，そ

れでも利益を得ることになる」（Putnam 2000＝2006: 16）。
３） この見方については，竹沢（2010）を参照した。
４） なお，学校教育に関する研究では，社会関係資本の研究が大き
く注目されている。例えば，露口（2011）のレビューを参照の

こと。
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